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研究成果の概要：
博物館と学校との連携によって、学校の余裕教室へ移動博物館を展開した。学芸員や博

物館ボランティアの派遣を行い、授業などでの活用によって児童の環境配慮意識にどのよ
。 、 。うな変容があるかを検証した その結果 対象児童全員の環境配慮意識の向上が見られた

また、地域住民による地元産出化石や文化財の寄付が見られたり、学校博物館で講師をし
たりするなど、生涯学習の視点から実り多い動きが見られた。
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１．研究開始当初の背景
滋賀県立琵琶湖博物館（以下、琵琶博）

は、県南部に位置する。年間 万人の来館45
者のほとんどは、県南部か京都府、大阪府
在住者である。しかし、県立の施設として
県北部に拠点をかまえることはかねてから
の検討事項であった。

一方、県北部地域に存する学校は、児童
数減少が顕著であり、学校の余裕教室が増
えていた。そうしたことから教室の有効活
用が模索されてきた。

本研究のフィールドである湖北町立朝日
小学校区は、まさにこうした条件を満たす

地域であり、住民の平均年令も高い。しか
しながら文化の振興は停滞気味で、学校施
設を利用した生涯学習施策も折からの財政
難で進んでいなかった。

２．研究の目的
文部科学省は、学校での理科教育の教材

開発や指導方法の工夫改善を促している。

昨今では科学技術関係人材総合プランにお

いて、初等中等教育段階から大学学部、大

学院、社会人に至るまで連続性をもった取

り組みを総合的に推進している。例えば、



理科支援員配置事業やティーチャーズ・サ

イエンスキャンプ、地域の科学舎推進事業

等の施策である。同様に、全国の自然系博

物館や科学館（以下、博物館等）でも、児

童生徒を対象にした実験や観察学習をはじ

め、科学的なものづくり実習を取り入れる

ようになっている。

実際、博物館等での体験学習を伴うプロ

グラム開発や実証的研究が、小・中学校及

び高等学校や大学との連携によって盛んに

進められている。三ツ川ら(2005)は、学校

と博物館が連携した理科実験プログラムを

開発し、川上ら(2005)は、学校が博物館を

利用する場合、展示見学とともに、実験・

観察学習を組み込むことによって、学習効

果がより高まることを明らかにした。森(20

03)は、小学校教員の立場から博物館等と連

携した理科や環境学習の実践的な研究を行

い、村橋ら(2006)は、博物館等と学校が協

働して行う総合的な学習の時間において、

児童の意識や行動変容を詳細に把握してい

る。これらは、児童・生徒が博物館等へ校

外学習などで訪問し、館内で行う実験・観

察学習の効果を定性的にとらえたものであ

る。以上のような研究を、ここでは博物館

等活用による「待ち受け型」学習提供研究

と位置づけることとする。

ただ、児童にとって、理科への興味・関

心が 「好き 「好きでない」の両極化傾向、 」、

を示しことから、博物館等が児童生徒の理

科離れを防ぐには、もはや「待ち受け型」

学習提供だけでは役割を果たせなくなって

いる。それは、博物館等に来館する子ども

たちや学校団体は、その時点で理科に対す

る関心が高いと推測できるからである。博

物館等の役割は、見学に興味を示さず、博

物館等資源に接する機会も不十分な子ども

たちへ、標本等にふれさせ、自発的に参加

させるにはどうすればよいか、という視点

から論じなければならない。

昨今、全国の博物館等では、来館者に対

する展示公開や学習提供とともに、標本等

を学校や地域へ移動して展示することがあ

る。寺田ら(2007)は、地域と連携しながら

博物館外施設における理科実験教室を運営

、 。し 参加者を対象に意識調査を行っている

三宅(2007)も博物館学芸員と学校教員が連

携しての、学校における博物館学習プログ

ラムを展開している。すなわち、標本等の

移動や学芸員と教員がティームティーチン

グを進める等、博物館機能を学校に移動さ

せる方向が踏み出されつつある。以上のよ

うな研究を、ここでは博物館等活用による

「サテライト型」学習提供研究と位置づけ

ることとする。

一方、川上ら(2008)は、博物館等と学校

、の連携を成功させる必要条件の一つとして

学習を運営する学校教員のスキルアップが

必要だと述べている。佐伯ら(2004)も家庭

における科学技術・理科に対する関心を高

めるための方法として、学校教員の指導力

に対する期待を挙げている。こうしたこと

から、博物館機能のサテライト化は、児童

生徒を対象としたものに加え、教員の資質

向上機会からもとらえる必要がある。

以上のように、児童生徒の理科離れを食

い止めようとする実践的研究は多い。しか

し、これらの研究には、単なる実践報告に

終わるものが多数あり、意識調査をした場

合にあっても、理科の好き嫌いを問う程度

のものが散見される。理科学習や科学への

単なる好き嫌いだけでなく、身近な環境へ

の意識がどう変容したかなどを検証する博

。物館等・学校連携研究はまだ未成熟である

本研究では、地理的条件等で博物館資源

に接する機会の少ない学校へ、その機能を

サテライト化し、学芸員と教員のティーム

ティーチングによる理科学習を展開するな

かで、子どもたちの環境保全等に対する意

識変容を測定する。研究１では、児童の意

識を測定する尺度の構成を、研究２では、

博物館のサテライト化による授業場面に限

定した児童の意識変容測定を行う。

３．研究の方法
３－１．研究１

本研究の従属変数は、野波ら(2002)の研

究を元に、環境認知、行動評価、環境保全

態度、環境配慮行動を測定する質問項目を

作成しようとした。まず、環境認知尺度項

目については、環境危機感、環境責任感、

環境有効感の３カテゴリーを、行動評価尺

度項目については、行動実行可能感、行動

負担感、行動規範感の３カテゴリーを見い

だした。ここに、環境保全態度、環境配慮

行動に加え 「知っているという認識」に関、

わる環境保全認知項目を取り入れた。

その結果、環境認知原尺度として9項目、

行動評価原尺度として9項目、環境保全態度

原尺度として3項目、環境配慮行動原尺度と

して8項目、環境保全認識原尺度として2項

目を作成した。

環境認知原尺度9項目、行動評価原尺度9



項目に対する回答に基づいて、それぞれに

因子分析（主因子法→バリマックス回転）

を行った。固有値のプロットも参考にしな

がら、２～５因子解でそれぞれ試み、その

中で比較的適切かと思われる４因子解につ

いて検討した結果、どの因子にも高い負荷

量を示さない項目や 因子 項目となるも1 1
のなどがそれぞれ 項目ずつあった。そこ3
で、それら 項目ずつを除いたそれぞれ6項3

、 （ ） 。目で 再度因子分析 主因子法 を行った

固定値の開きを参考にした上で、各々 因3
、 。子解を採用し バリマックス回転を行った

単一因子に 以上の因子負荷量を示すこ.41
とを基準に項目を検討した。行動評価原尺

度については、依藤・広瀬(2002)は、発達

段階が進むにしたがって、因子構造が変わ

る可能性を示唆した。

以上の結果、環境認知、行動評価の各原

尺度は、因子妥当性を有し、依藤・広瀬(20

02)の結果の比較検討から、基準関連妥当性

をも有する尺度であることが確認された。

因子分析による項目選定で得られた２つ

の原尺度と、新たに環境保全態度原尺度、

環境配慮行動原尺度、環境保全認識原尺度

の内的整合性を検討するために、全項目に

ついて、各項目得点とその項目を取り除い

た合計得点との相関（Item-Remainder相関、

以下I-R相関）を求めた結果、いずれのI-R

相関も有意となった。

また、尺度を構成する各因子ごと及び尺

度全体について のα係数を求めたCronbach
結果、すべての因子が 以上であり、加.71
えて各々尺度全体のα係数についても高か

った。よって、それぞれの原尺度は、内的

整合性を有する尺度であることが確認され

た。

各原尺度の弁別力を検討するために、尺

度ごとに、尺度合計得点に基づいて上位約2

5％をＧ群（両尺度ともに199名 、下位約25）

％をＰ群（両尺度ともに199名）として、そ

れぞれＧ-Ｐ分析を行った。Ｇ群とＰ群の分

lch散に有意差が見られた項目については we、

の検定が用いられた。

このことからもわかるように、各原尺度

。のいずれも全項目で有意差が見いだされた

これらの尺度は、項目ごとに弁別力を有す

ると言える。

6週間の期間をおいて実施した再検査法に

よる信頼性係数はいずれも高く、時間的な

安定が確認された。以上のように、各原尺

度の妥当性と信頼性が確かめられたことに

よって、それぞれの原尺度は、環境認知尺

度、行動評価尺度、環境保全態度尺度、環

境配慮行動尺度、環境保全認識尺度と命名

された。

以上の尺度において、調査対象すべての

学校、学年を独立変数とする分散分析を行

った。その結果、いずれの群間でも有意な

差はなく、尺度間の学校差と学年差がない

ことが確認された。

以上の結果により、冒頭に示した広瀬モ

デル、小池モデルを検証する尺度が得られ

た。これによって、児童生徒の環境保全に

対する実行力が、どんな認知や自己評価に

もとづいているのかをさぐる下地が形作ら

れたと言える。

３－２．研究２
琵琶博では、企画展やギャラリー展で陳

列された標本等の事後活用の在り方を検討

してきた。ただ、適切な展示会場を確保で

きなかったこと、受け入れ側のニーズが不

透明なこと等により、移動展示は実施でき

なかった。今回、博物館資源にふれる機会

がほとんどない児童に対し、理科学習への

関心と自然環境の保全に向けての意識を高

めることを主眼に、協力校の余裕教室を展

示会場とした。これは、折しも琵琶博が平

成 年 月に策定した中長期目標「地域14 12
」 、だれでも・どこでも博物館 を具現化する

地域への拠点作りに寄与することにもなっ

た。

研究協力校は、全校児童を対象として移

動展示空間のネーミングとシンボルマーク

。 、を募集した オープニングセレモニーでは

、それらを考案した代表児童たちと展示室名

マークが披露された。児童らは、移動展示

教室での学習を期待するスピーチを行い、

その後開館テープカットが行われた。こう

して平成 年 月 日、 に示すレイ19 10 22 Fig.1
アウトで配置し、博物館機能をサテライト

化する試みが始まった。

これらの展示物は、常設展示と期間展示

に分けられる。特に後者は、研究協力校の

理科や総合的な学習の時間における内容に

そって展示替えを行った。例を挙げると、

秋に開館した期間展示では、第 学年理科6
「大地のつくりと変化」の学習に合わせ、

化石標本ならびに化石レプリカを期間展示

として採用した。そうした学習場面での利

用は、ガラスケースに入った標本等を特別

に外へ出し、児童が、化石標本に実際にふ

れるという活動も取り入れた。また、冬が



近づくと、鳥類のレプリカや剥製をさらに

充実させた。それは、研究協力校の第 学4
年理科「動物の活動と季節の関わりを調べ

よう」で役立てるためである。

単に、標本等物的資源を移動させること

が、博物館機能をサテライト化することに

はならない。本研究では、学芸員等を博物

館の人的資源に位置づけ、児童への学習支

援と教員の指導力向上支援を図った。その

際、学芸員の専門分野に偏った講話や博物

館が開発した学習プログラムの一方的な提

供では、教科の指導計画の円滑な実施に影

響が出る可能性も否定できない。そこで、

、事前に学級担任等と十分な協議を繰り返し

研究協力校の年間学習計画に沿いながら、

各学年で実施する学習のねらいに応じた授

業を組み立てた。

、 「 」、第 学年では 生活科 春を見つけよう1
第 学年では、生活科「季節のちがいを見2
つけよう」の学習のなかで、校舎周りや校

庭近くの神社付近に生える春の草花を子ど

もたちに探させ、それを日光写真で取り込

むものである。前者は春に特徴的な植物を

見つけることがねらいとなり、後者は、季

節の違いによって生える植物に違いがある

3ことを見つけさせるものである。また、第

学年は、総合的な学習の時間「むだのない

昔のくらしにふれよう」のなかで、持続可

能な社会の実現へ向けての学習を行った。

具体的には、地域に住む高齢者と民俗学を

専門とする学芸員、児童がふれあい、昔の

くらしから学べることを整理していく学習

。 、となった 児童がてんびんぼうを担いだり

樽のつくりを調べたりする活動もあった。

第 学年では、理科「動物の活動と季節の4
関わりを調べよう」のなかで、協力校から

見える竹生島に営巣するカワウの学習を行

った。もともと協力校は、水鳥の学習を伝

統的に続けているので、児童からは鳥類を

。専門とする学芸員へ積極的な質問があった

そういった学習の中から、特に調査対象

授業として、次の 例を挙げる。第 学年、2 4
第 学年の総合的な学習の時間「標本等の6

5キャプションを考えよう」ならびに、第

学年理科「人と動物のたんじょう･･余呉川

の生き物たち･･」である。学習の前後は、

研究１で構成した特性的環境配慮意識測定

尺度を用いて、児童の意識変容状況を調査

した。なお、本尺度は、小池( )の環境1995
配慮行動要因連関モデルを基礎に構成され

ている。具体的に、環境認知要因 項目、6
行動評価要因 項目、環境にやさしい目標6
意図 項目、環境配慮の行動意図 項目、3 8
知っているという認識 項目の計 の質問2 25
項目からなり、反転項目を含め、それぞれ

が 段階評定尺度で配置されている 中野ら4 (
。,2008)

４．研究の成果

平成 年 月 日、第 学年( )、20 1 28 4 n=29
第 学年( )ともに、調査対象授業を展6 n=32
開した。教員は授業全体の流れを指導し、

学芸員は標本等に関わる専門的な助言を行

3う。児童は、展示物の標本等に対して、第

学年以下の児童にとってわかりやすく読む

ことのできるキャプション（解説）を作る

ものである。具体的には、児童自らが調べ

たい標本等を１点選び、図書室での調査、

学芸員への聞き取りはもちろん、授業時間

外の自主学習において、漁業あるいは農業

に従事する人たちに対しても聞き取りを進

めながら調べ学習を行っていった。これに

加え、児童は、自ら選んだ標本等に関係す

る自然環境への課題を見つけ 「自分ならこ、

うする」という視点を感想文あるいは、キ

ャプションへ記入していく学習とした。な

お、尺度測定に限っては自主学習の効果は

測定しない。つまり、 は、本時後にpost-test
、 、のみ行い 自由記述感想やキャプションは

自主学習を終えた段階で回収した。学習活

動は、第 、 学年合同で行い、調査対象の4 6
標本等は、展示パネルが含まれていてもよ

いこととした。学習活動の場所は、朝日小

、 （ ）、博物館の他 情報利用室 コンピュータ室

図書室とした。



特性的環境配慮意識測定尺度による環境

配慮意識得点を分析した結果、第 学年が4
pre-test mean 68.172 SD 6.130 post-test（ )、

mean 72.793 SD 6.315 6 pre-test（ 、) 第 学年が

mean 71.188 SD 10.072 post-test mean（ )、 (

)が得られた。第 学年にお75.813 SD 7.109 4
t 2.982, pける学習前後の意識に有意な差( 値

< )と、第 学年における学習前後の意識.01 6
にも有意な差( 値 < )が認められt 1.833, p .01
た。これは、第 学年、第 学年ともに環4 6
境配慮意識が高まったことを示す。次に、

pre-test mean 70.061性で分析すると 男子が、 （

、 （ 、SD 9.209 post-test mean 76.091 SD 5.352) )

女子が （ )、pre-test mean 69.393 SD 7.733
( )が得られた。post-test mean 72.357 SD 7.922

t男子における学習前後の意識に有意な差(

値 < )と、女子における学習前後の4.002, p .01
意識にも有意な差( 値 < )が認めらt 0.423, p .05
れた。これは、男女ともに環境配慮意識が

高まったことを示す。

さらに、この傾向を学年と性それぞれの

影響ならびにそれらの関係性から顕著な様

相があるかどうかを確かめるため、 元配置2
の分散分析を行った。まず、学習前は、学

年、性ともに有意差がなく、交互作用も見

られなかった。これは、各要因が等質であ

。 、 、ることを示すものである 一方 学習後は

性における主効果（ ( ) < )がF 1,57 =4.205 , p .05
確認できた。なお、学習後における学年×

性の交互作用は見られなかった。

環境配慮意識得点には、 つの要因からな5
る質問項目がある。学習対象に対して、児

童のどんな認知のはたらきかけが環境配慮

意識得点に効いていたかというメカニズム

を解明するため、特に環境認知要因ならび

に行動評価要因にしぼって分析する。

まず、環境認知要因に関する 項目につ6
4いて、それぞれの得点を分析した結果、第

学年が （ )、pre-test mean 14.379 SD 2.871
（ )、第 学年post-test mean 16.172 SD 3.219 6

pre-test mean 14.531 SD 2.000 post-testが （ )、

( )が得られた。第 学mean 15.438 SD 2.213 4
年における学習前後の意識に有意な差( 値t

< )と、第 学年における学習前後3.060, p .01 6
の意識にも有意な差( 値 < )が認めt 2.344, p .05
られた。これは、第 学年、第 学年とも4 6
に環境認知要因意識が高まっていたことを

pre-test示す 次に 性で分析すると 男子が。 、 、

mean 14.455 SD 2.412 post-test mean（ )、 （

15.333 SD 2.407 pre-test mean)、女子が （

14.464 SD 2.502 post-test mean 16.321 SD)、 (

)が得られた。男子における学習前後の3.044

意識に有意差は見られなかったが、女子の

意識には、有意差( 値 < )が認めらt 3.598, p .01
れた。これは、女子に関して環境認知要因

意識が高まっていたことを示す。

さらに、この傾向を学年と性それぞれの

影響ならびにそれらの関係性から顕著な様

相があるかどうかを確かめるため、 元配置2
の分散分析を行った。学習前は、学年、性

ともに有意差がなく、交互作用も見られな

かった。これは、それぞれの要因が等質で

あることを示すものである。一方、学習後

も、学年、性ともに有意差のないことが明

。 、 、らかとなった 環境認知要因に関し 学年

性によって変容の様相に顕著な傾向は見ら

れなかった。

次に、行動評価要因に関する 項目につ6
4いて、それぞれの得点を分析した結果、第

学年が （ )、pre-test mean 14.690 SD 2.285
（ )、第 学年post-test mean 15.931 SD 2.685 6

pre-test mean 15.688 SD 1.731 post-testが （ )、

( )が得られた。第 学mean 17.313 SD 1.874 4
年における学習前後の意識に有意な差( 値t

< )と、第 学年における学習前後4.023, p .01 6
の意識にも有意な差( 値 < )が認めt 5.458, p .01
られた。これは、第 学年、第 学年とも4 6

。に行動評価要因意識が高まったことを示す

pre-test mean次に 性で分析すると 男子が、 、 （

15.515 SD 1.372 post-test mean 17.606 SD)、 （

1.870 pre-test mean 14.857 SD)、女子が （

)、 ( )が得2.635 post-test mean 15.536 SD 2.457
られた。男子における学習前後の意識に有

意差( 値 < )が認められ、女子のt 10.108, p .01
意識にも有意な差( 値 < )が確かめt 2.367, p .05
られた。これは、男女ともに行動評価要因

意識が高まったことを示す。

さらに、この傾向を学年と性それぞれの

影響ならびにそれらの関係性から顕著な様

相があるかどうかを確かめるため、 元配置2
の分散分析を行った。学習前は、学年、性

ともに有意差がなく、交互作用も見られな

かった。これは、それぞれの要因が等質で

あることを示すものである。一方、学習後

は、学年の主効果（ ( ) < )、F 1,57 =5.542 , p .05
性の主効果（ ( ) < )が確認F 1,57 =13.970 , p .01
された。これに加え、学年と性との関係性

F 1,57 =4.021 , pにおいて 交互作用の有意 ( )、 （

< )が得られたことにより、単純主効果に.05
関して下位検定を行った。その結果、女子

（ 、における学年の効果 ( ) < )F 1,57 =9.502 , p .01
および第 学年における性の効果（ ( )4 F 1,57

< )が有意であった。その他は有=15.491 , p .01
意ではなかった。 一方、児童が選択した



標本等に関わる自然環境への課題に対し、

「 」 、自分ならこうする における自由記述は

に抜粋を示す。児童は、一つの標本から環

境に関わる課題を調べだし、小学生の立場

でできることややってみたいことを記述し

た。この他にも、展示パネルから、野洲川

で見られる 万年前の足跡化石に興味を270
示した児童やオオクチバスのレプリカから

自らの釣りの体験を記述する児童、尾上漁

港ではたらく祖父からの聞き取りを記述す

る児童等が見られた。
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